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2024 年度決算 経営戦略説明会（中期計画 2027説明会） 質疑応答議事録 

 

日  時： 2025 年 5 月 22 日（木）13：30～14：45 

場  所： 本社会議室（東京都千代田区）、web で同時配信 

参加者： 代表取締役社長 関口 明 

   取締役 飛田 実、菅原 章、片桐 敦、細野 浩之 

    執行役員 矢内 康晴、福田 健作、鈴木 健彦、鬼王 孝志、加川 康樹、猪股 寛成、若林 英一 

 

Q．経常利益について、2025 年度⇒2027年度の増減要因をセグメント別に説明してほしい。 

（環境・リサイクル事業担当執行役員 矢内） 

環境・リサイクル事業では、2027 年 3 月に処理期限を迎える PCB 廃棄物の処理事業が大きく減益となると予想し

ているが、廃棄物やリサイクルの処理品目の拡大、難処理廃棄物の処理拡大、東南アジアにおける事業拡大などで挽

回を図る。加えて、現在建設中の熊本新工場での貴金属や廃プラスチックのリサイクルの拡大、使用済みリチウムイオン

バッテリーや太陽光パネルのリサイクル、バイオコークスの製造・販売などの新規事業の推進、協業や M&A による事業領

域の拡大により、さらなる事業成長を目指す。 

（製錬事業担当執行役員 福田） 

製錬事業では、増販については PGM リサイクルの寄与が大きい。集荷エリアの拡大や北米で投資が完了している新

サンプリング拠点の稼働率向上により、原料である自動車排ガス浄化触媒の集荷・処理を強化する計画である。また、

海外における複数の新規亜鉛鉱山の稼働開始により、2027 年度に向けて亜鉛精鉱の原料条件が緩やかに改善して

いくと見込まれるため、原料調達コストの低減を計画に織り込んでいる。 

（電子材料事業担当執行役員 鈴木） 

電子材料部門では、足元の収益が悪化しており、即効性のある施策に注力し、収益基盤を立て直すことが急務と認

識している。そのため、主力製品である近赤外 LED・PD や太陽光パネル向け銀粉など、実現可能性が高い案件に開

発リソースを集中的に投入していく。近赤外 LED・PD については、競争優位性の高い近赤外領域で、ウェアラブル機器

向けに特殊なセンサを搭載する案件が 2 件進行中である。2025 年度、2026 年度の案件獲得に向け、特性の改善

や顧客認定の取得を進める。銀粉については、2025 年度後半に立ち上がる新型の太陽光パネル向けに新たな銀粉が

求められるため、開発リソースを振り分け、シェアの挽回を図る計画である。合わせて、顧客のコスト削減要請にこたえるた

め、銀粉の派生製品として新規導電粉の開発を進め、中期計画 2027 期間での販売開始を計画している。 

（金属事業担当執行役員 鬼王） 

金属加工事業では、伸銅品の新規用途の開拓として、AI サーバー向けを中心に新規製品の開発・拡販を計画して

いる。また、金属-セラミックス基板については、風力など新エネルギーの発送電分野においてパワー半導体の需要拡大が

予想されるため、新製品の開発・拡販を進める。合わせて、リサイクル材料を使用した製品・サービスの開発を進めること

により、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーのニーズを取り込んでいく。 
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（熱処理事業担当執行役員 加川） 

熱処理事業では、国内外での受注拡大に向け、EV 部品向けに熱処理の受注拡大を目指す。また、大手自動車メ

ーカーや自動車部品メーカーの EV 生産ラインの新設に伴う、既存ラインの熱処理を外部委託へ変更する需要を取り込

んでいく。海外においては、非自動車向けの受注を既に獲得しており、中期計画 2024 で実施した投資の刈り取りを進

める。新規品の拡販については、Z-TKM や V-TKM といったカーボンニュートラルを目指した新設備の改良・拡販を図る。 

 

Q．2026 年度の経常利益について、どの程度の利益を計画しているか。 

（経理、財務担当取締役 細野） 

    2025 年度予想の 340 億円に対し、2027 年度は 600 億円を目標としている。2026 年度はその中間よりもやや低

めの利益を想定している。 

 

Q．グループ全体の成長戦略について、マージン改善に向けた施策は計画に織り込んでいるか。 

（社長） 

    製錬事業については、副産金属の回収量拡大がマージンの改善に重要である。当社のリサイクル製錬設備は多くの元

素が回収可能であることに強みがあり、回収元素の拡大や回収率のさらなる向上を図る。また、環境・リサイクル事業や

金属加工事業、熱処理事業では、近年、廃棄物処理費や加工費の価格改定を進めており、製錬事業においてもプレ

ミアムの値上げなどに取り組んでいる。中期計画 2027 においても、増販に加えてマージンの改善に向けた取り組みを着

実に進めていく。 

 

Q．コストダウンについて、具体的な内容を教えてほしい。 

（社長） 

    コストダウンについては、中期計画 2024 期間で実施した大型投資に対する減価償却費の減少に加え、日々の取り

組みやこれまでの設備投資による生産性の向上を積み上げている。また、製錬事業では、原料代が主要なコストの一つ

であるため、原料条件の改善もコスト改善に寄与する。 

 

Q．製錬・リサイクル複合コンビナートの再構築プロジェクトについて、大規模な投資が必要とされる理由と期待される効

果を具体的に教えてほしい。 

（社長） 

    計画の具体的な内容は現時点では固まっていないが、環境・リサイクル事業の拠点も含めて、秋田県内の製錬・リサイ

クル複合コンビナートの再構築を検討している。特に、秋田地区では、秋田製錬の 100%子会社化と亜鉛事業の関連

子会社の統合により、2025 年 4 月から新たな秋田製錬として亜鉛関連事業を一貫して行うこととしたため、製錬・リサ

イクル複合コンビナート全体で最適な設備配置を考えることができるようになった。今回の再構築には、本統合効果の最

大化に向け、抜本的な生産性向上やリサイクル原料の裾野を広げるための最適な設備配置の検討も含んでいる。小坂

製錬については、様々なインフラが整っている強みを生かしつつ、鉱石製錬時代の工程とリサイクル製錬所として作り変え

た工程の、能力のバランスや物流効率の改善、対応可能なリサイクル原料の拡張性を確保するために、最適な設備配

置の再構築を検討している。具体的な定量効果については現在検証中であるが、再構築の結果として、生産性の飛躍

的な向上やリサイクル原料の裾野の拡大、回収元素の拡大、回収率の向上などを目指していく。 
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Q．製錬・リサイクル複合コンビナートの再構築プロジェクトは、成長に向けて実施するものか。もしくは、設備の老朽化に

より必要に迫られて実施するものか。 

（社長） 

    外部環境の変化や内部的な課題を抜本的に解決するために必要な投資である。例えば、サーキュラーエコノミーへの

移行を追い風として事業の成長・拡大を目指すこと加え、事業継続性を確保するために秋田エリアにおける労働人口の

減少や高齢化への対応などが必要となる。投資のリターンについても検証していく必要はあるが、事業基盤の維持・強化

に向けても重要な投資である。計画の具体化を進め、適時適切に情報を公表していく。 

 

Q．資本政策において、「保有する上場株式を 2030 年度までに 50％削減することを目指す」と言及しているが、2030

年度までとした理由は何か。また、藤田観光株式についての考え方も教えてほしい。 

（社長） 

製錬・リサイクル複合コンビナートの再構築プロジェクトに対し大規模な資金需要が見込まれるため、より利益を生み出

す資産への再投資として、上場会社株式の売却資金の活用を検討している。2030 年度までに 1,000 億円規模の投

資を見込んでいるため、業績や資金需要の動向、株主還元のあり方を踏まえ、保有する上場株式の削減を進めていく。

藤田観光の株式についても、従来から考え方に変わりはなく、同社を含め保有する上場会社株式を 2030 年度までに

50%削減し、再投資のための資金とする考えである。 

 

Q．株主還元の拡充について、社内での議論や意思決定の経緯、また、自己株式の取得が実行される基準を教えてほ

しい。 

（経理財務担当取締役 細野） 

中期計画 2027 では、ROE10%の達成を目標としており、ROE 向上に向けては、事業収益力の強化と資本効率

の向上を同時に進める必要がある。そのため、配当性向を 35%に引き上げることにより上方弾力性を持たせるとともに、

1 株当たり 150 円を下限値として設定し、ダウンサイドリスクを抑制することとした。自己株式の取得については、大型投

資なども控えているため、現時点で定量的な基準をお示しすることは困難であるが、将来の資金需要、財政状態、資本

効率性などを踏まえ検討していく。 

 

以上 


